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1. はじめに 

 北海道や東北地方などの寒冷地では，冬季の凍結融解

作用によりスケーリングやポップアウトなどの表層部の

劣化が散見されている。これらの凍害は，融雪剤等に含

まれる塩化物イオンの侵入による塩害及び中性化との複

合劣化となり，さらに深刻な問題となっている 1）。 

 コンクリートの表層部は，内部へ侵入する外的劣化因

子を防ぐ保護層としての役割を持つ。複合劣化は表面か

ら進行するため，表層部を緻密化することで強度特性や

物質移行抵抗性を高める必要がある。 

 コンクリートを緻密化する方法の一例としては，高ビ

ーライト系セメントである低熱ポルトランドセメントや

フライアッシュ及び高炉スラグなどの混和材を使用し，

適切な期間と方法で養生することが挙げられる。これら

のコンクリートは, 一定の材齢を経ることで極めて劣化

抵抗性が高くなることが知られている 2)。特にフライア

ッシュを用いると，数年にもわたりポゾラン反応が継続

することから，直径 50nm 以上の粗大な空隙となる遷移

体の減少 3)などの効果が期待できる。しかし、耐凍害性

については，膨張圧や浸透圧の観点からみると低下する

可能性もある 4）。 

本研究では，強度や空隙状態が材齢とともに顕著に変

化する配合により，スケーリング試験等各種試験を実施

する。その結果をもとに，複合劣化抵抗性の変化を評価

し，劣化低減対策を開発する。 

 

2. 研究方法 

2.1  使用材料と配合 

（1）設定方針 

 本研究では，材齢による強度や空隙状態の変化が大き

いセメントマトリックスとして，低熱ポルトランドセメ

ントとフライアッシュを用いたコンクリート（LPC-FA
併用系コンクリート）を取り上げ，空隙変化以外の影響

が極力小さくなるように，強度発現性，物理･化学的性

能，ひび割れの抑制および施工性を考慮して，使用材料

と配合を設定した。 

（2）使用材料 

 使用材料は，近隣で入手可能な市販の材料とした。結

合材は，低熱ポルトランドセメントとフライアッシュと

して，打込み時の要因による供試体品質の差が生じない

ように自己充てん性を考慮し，高性能 AE減水剤と石灰

石微粉末を添加した。また，骨材に起因する影響を極力

排除するために，結合材以外の材料（石灰石微粉末，石

灰砕砂，石灰砕石）は，化学的に安定した石灰岩をもと

にした材料で統一した。使用材料の概要を表-1 に示す。 

（3）配合 

配合は，既往の研究で施工性試験の実績がある

W/B45%の LPC-FA 併用系コンクリートの配合を基本と

し 5)，W/B は，細孔構造に明らかな差をつくるために

60%，75%とした。また，水，粉体，骨材の単位量は，

フレッシュ性状が有害な材料分離を生じず，スランプフ

ローが基準を満たす範囲で，極力同じ割合になるように

配合を調整した。供試体の配合を表-2に示す。 
 

表-1 使用材料 

 
 

表-2 示方配合表 

 
LPC：低熱ポルトランドセメント，FA：フライアッシュ 
LS：石灰石微粉末，SP：高性能 AE 減水剤 
AS：空気量調整剤 ※消泡剤 
B：結合材（LPC+FA），P：粉末（B+LS） 
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2.2  試験方法 

（1）供試体 
 コンクリートは，二軸強制練りミキサーにより，1 バ

ッチの練混ぜ量を 40L 程度で作製し，各配合条件をそ

れぞれ 2 バッチで，100×100×400mm，100×500×400mm
および φ100×200mm の型枠に打込みを行った。 
 空気量は，空気量調整剤の添加量により，概ね 2.5%，

5.0%，7.5%となるように調整し，スランプフローは，

65±5.0cm を確認した。作製した供試体は，材齢 1 日で

脱型し，恒温養生槽（20℃）にそれぞれ 28 日，91 日，

365 日間，水中養生し，各種試験に供した。 
 気泡測定の供試体は，100×100×400mm を使用し，ス

ケーリング試験と表層強度は，100×500×400mm の供試

体の 500×400mm の面の片側で表層強度を測定し，その

裏面を 50×150×150mm にカッティングして供した。ま

た，実効拡散係数は，φ100×200mm を厚さ 50mm にカッ

ティングして供した。 
（2）試験項目と試験方法 
 試験は，塩害との複合劣化を踏まえたスケーリング試

験を実施し，空隙状態の指標を得るために気泡測定など

を，各種基準等に準拠し実施した。試験項目と試験方法

は，以下のとおりである。 
➢ スケーリング：スケーリング試験（RILEM CDF 法，

毛管浸透法） 
➢ 表層強度：プルアウト（Pull-out）法 6) 
➢ 硬化後の空気量および気泡間隔係数：リニアトラ

バース法(ASTM C 457)  
➢ 実効拡散係数：電気泳動試験(JSCE-G571) 
 
3. 試験結果・考察 

3.1 スケーリング試験 
 50 サイクル終了時でのスケーリング量のうち，28 日

材齢を図-1，91 日材齢を図-2，365 日材齢を図-3に示

す。 
 50 サイクル終了時点でのスケーリング量を比較する。

図-1の 28 日材齢において，W/B45%では，空気量 2.5%
で 0.63g/cm2，空気量 7.5%で 0.31g/cm2となった。

W/B75%では，空気量 2.5%で 2.33g/cm2，空気量 7.5%で

2.12g/cm2となった。空気量が大きいほどスケーリング

抵抗性が高く，W/B が大きいと空気量に関係なく著し

く抵抗性が低いことが確認された。 
 図-2の 91 日材齢において，W/B45%では，空気量

2.5%で 0.26g/cm2，空気量 7.5%で 0.25g/cm2となり，ど

ちらも同等の値が得られた。W/B60%では，空気量

2.5%で 0.39g/cm2，空気量 7.5%で 0.18g/cm2となった。

ある程度材齢が経過すると，W/B60%において 28 日材

齢の W/B45%と似た傾向が見られた。 
 図-3の 365 日材齢において，W/B45%では，空気量

2.5%で 0.07g/cm2，空気量 7.5%で 0.12g/cm2となった。

W/B60%では，空気量 2.5%で 0.11g/cm2，空気量 7.5%で

0.10g/cm2となった。W/B75%では，空気量 2.5%で

0.22g/cm2，空気量 7.5%で 0.20g/cm2となった。全ての配

合で大幅なスケーリング抵抗性の向上が確認できた。そ

れに対して，空気量による相関は見られなくなった。 

 
図-1 スケーリング量（28日材齢） 

図-2 スケーリング量（91日材齢） 

図-3 スケーリング量（365日材齢） 

 

これらの結果から，フライアッシュのポゾラン反応に

よる組織の緻密化により，長期の強度発現及び複合劣化

抵抗性が向上したと考えられる。また，内部組織の空隙

が減少及び小さくなったとすると，膨張圧の観点から，

複合劣化抵抗性は低下することが予想される。しかし，

365 日材齢では，空気量による相関がなくスケーリング

抵抗性が向上していることから，内部における膨張圧の

影響は小さいことが予想される。 
3.2 表層強度 
 図-4，図-5に養生期間 28 日および 91 日の引抜き試

験による表層強度の測定結果を示す。 
 28 日養生した供試体の表層強度は，W/B45%，空気量

2.5%が 6.2kN/mm2で最大となった。表層強度は，空気

量が大きい供試体ほど小さくなっており，一般的な傾向

が見受けられた。また，W/C41%の OPC コンクリート 
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図-4 表層強度（28日材齢） 

図-5 表層強度（91日材齢） 

 
の強度 7)と比較してみると，LPC-FA 併用系コンクリー

トの W/B45%は，OPC コンクリートの約 1.4 倍の表層強

度が確認され，91 日養生になると W/B60%，75%の供

試体も，OPC コンクリートの W/C41%と同等以上の表

層強度となることが確認できた。 
一方，W/B との相関性は，全体的に W/B が小さいほ

ど大きくなる傾向が確認できるが，91 養生の W/B60%
と 75%の表層強度では同程度であった。91 日養生した

供試体の表層強度は，さらに増進し，W/B45%と 60%で

は，約 1.25 倍となった。 
 養生期間 28 日では，空気量が大きい供試体ほど表層

強度は小さくなる傾向が認められたが，養生期間 91 日

では，空気量と表層強度の相関性は認められなかった。 
3.3 空気量及び気泡間隔係数 
 リニアトラバース法を用いて測定した各配合条件の空

気量を図-6に示す。空気量は,フレッシュ時の空気量の

2/3 程度の値となった。また，養生期間に依らず，配合

条件ごとに概ね同程度の値となった。これは，リニアト

ラバース法による空気量の測定が，気泡径 10μm 程度以

下の細孔容積が測定できていないことから，緻密化によ

る影響が反映されないことによるものと考えられる。 
次に，各配合条件の気泡間隔係数を図-7に示す。気

泡間隔係数は，全体的に一般的な傾向と同様で，空気量

が大きいものほど気泡間隔係数は小さくなっており，材

齢 91 日までは材齢に依らず同様の値である。しかし，

材齢 365 日になると 9 ケース中 5 ケースの供試体が， 

 
図-6 空気量 

 
図-7 気泡間隔係数 

 
図-8 空気量 2.5%と 7.5%の典型的な気泡状態 

 

2 倍程度に大きくなっている。 
 空気量には，材齢による差がほとんどなかったが，気

泡間隔係数には明確な差が確認された。気泡間隔係数が

倍増した供試体は，いずれも空気量が小さく，かつ空気

量調整剤の添加量が小さい供試体であったことから，エ

ントレインドエア（30～250μm 程度）の導入量が少な

く，図-8に示す空気量 2.5%と 7.5%の典型的な気泡状態

の気泡の分布に見られるように，小さい気泡が極めて少

なく，一つの気泡がなくなると気泡感覚係数への影響が

大きい。そのため，365 日の養生期間で微小な気泡径の

空隙がポゾラン反応の進行により気泡測定できる気泡径

未満になり，空気量に影響が微小な範囲で著しく気泡間

隔係数が大きくなったものと考えられる。 
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3.4 実効拡散係数 
 電気泳動試験により測定した各条件の実効拡散係数を

図-9に示す。材齢 28 日までは，どの配合も 10-12 m2/s
オーダーであったが，91 日では，W/B75%の空気量

7.5%以外 10-13 m2/s オーダーとなり，365 日ではすべて

の配合が 10-13 m2/s オーダーの比較的小さい値となった。

複合劣化で重要となる物質透過抵抗性は，LPC-FA 併用

系コンクリートを用い，良好な養生条件を満たしていれ

ば，配合条件に依らず十分小さくなることが確認できた。 
 
4. まとめ 
 本研究では，LPC-FA 併用系コンクリートの耐凍害性

を各種試験により評価した。材齢に応じて耐凍害性が変

化する供試体において，以下のような知見が得られた。 
➢ スケーリング試験より，材齢 365 日において著し

い劣化抵抗性の向上を確認した。 
➢ 気泡間隔係数については，材齢 91 日から材齢 365

日で倍増するケースも散見された。 
➢ 実効拡散係数より，外部からの劣化因子の侵入は，

材齢が 365日経過した時点で，配合条件にほぼ関

係なく十分に小さくなった。 

気泡測定では，フレッシュ時の空気量が硬化後に 2/3
程度に減少し，その後材齢 365 日までは変化がなかった。

しかし，気泡間隔係数においては，倍増するケースも散

見された。そのため，十分なエントレインドエアの導入

量が確保されない場合，内部の膨張圧による抵抗性低下

が懸念される。これについては，今後より長期の材齢を

踏まえて検討を加える必要がある。 
一方で，スケーリングについては，気泡間隔係数が小

さくなるにも関わらず，著しい劣化抵抗性の向上が確認

された。また，外部からの劣化因子の侵入は，実効拡散

係数の結果から，材齢 1 年経過した時点で条件にほとん

ど関係なく十分小さくなった。そのため，複合劣化の低

減対策には，表層部の緻密化が重要であることが考えら

れる。  
 以上から，W/B が小さく，エントレインドエアを必

要量付与し，3 か月程度以上の適切な養生期間を経たコ

ンクリートは，中性化や塩害に劣化抵抗性を有しつつ，

耐凍害性も満足する可能性がある。 
 

5. 今後の予定 
 今後は， 1 年材齢での表層強度及び実際の環境に近

いブロック供試体の暴露試験の状態変化も踏まえて検討

を継続する計画である。暴露供試体については，現在コ

アリングを行っており，終了次第スケーリング試験等各

種試験に供する予定である。 
これらの結果を踏まえて，現在「寒中コンクリートの

品質確保に関する研究委員会」（コンクリート工学会東

北支部）において進められている凍害環境種別の S ク 

 
図-9 実効拡散係数 

 

ラス（特に厳しい凍害環境でかつ凍結防止剤散布量

20t/km 以上）への適用性検討を経て，当該構造物の試

験施工に情報提供等をすることで，新たな課題を発見し，

実用化に向けて改善していく。 
 
謝辞：本研究の一部は，平成 30 年度 社会資本の整備

や維持管理に係る研究又は活動の助成事業助成金を受け

て行ったものである。 
 
参考文献 

1) 庄谷征美，月永洋一：東北地方のコンクリート構造

物の凍害について，コンクリート工学，Vol.42，
No.12，pp.3-8，2004.12 

2) 庭瀬一仁，廣永道彦，辻幸和：低レベル放射性廃棄

物処分施設に用いるコンクリートの設計について，

コンクリート工学，Vol.44，No.2，pp.3-8，2006.2 
3) 内川浩，羽原俊祐，沢木大介：硬化モルタル及びコ

ンクリート中の遷移帯厚さの評価並びに遷移帯厚さ

と強度の関係の検討，コンクリート工学論文集，

Vol.4，No.2，pp.1-8，1993.7 
4) Powers, T. C. ：Mechanisms of shrinkage and reversible 

creep of hardened cement paste, International Conference 
on the Structure of Concrete, Cement and Concrete 
Association, London, pp.319-344, 1968 

5) 庭瀬一仁，杉橋直行，辻幸和：低レベル放射性廃棄

物処分施設の低拡散層に用いる高流動モルタルの室

内配合選定，コンクリート工学論文集，Vol.21，
No.3，pp.43-51，2010.9 

6) 佐伯昇，堀口敬，菅原隆：表層部のコンクリート強

度について，コンクリート工学，Vol. 33，No.10，
pp.5-12，1995.10 

7) 庭瀬一仁，菅原隆，月永洋一，武藤拓也：透水型枠

工法による寒冷地コンクリートのスケーリング抵抗

性について，セメント・コンクリート論文集，

Vol.70，pp384-389，2017.3 

平成30年度　土木学会北海道支部　論文報告集　第75号




